






























































































































































実績の多い順に，１. 千葉県 312件　２. 群馬県 
214件　３. 静岡県 210件　４. 徳島県 141件  ５. 


























































番号 許可の時期 申請者の区分 農地区分
① 2014年４月 個人（兼業農家） 農用地地区域農地
② 2015年４月 法人 第１種農地
（荒廃農地）
③ 2015年５月 個人（兼業農家） 第２種農地
④ 2015年７月 個人（営農者） 第１種農地
⑤ 2016年９月 個人（営農者） 第１種農地
⑥ 2016月11月 法人 第１種農地
（荒廃農地）
⑦ 2017年２月 個人（営農者） 第１種農地
⑧ 2017年５月 個人（不明） 第１種農地
⑨ 2018年４月 法人 第１種農地
⑩ 2018年８月 法人 第１種農地
⑪ 2019年２月 市外の法人 第１種農地
⑫ 2019年２月 個人（兼業農家） 農用地区域農地




















































































① 所有地 自己資金 稲（自己営農） ３年









⑤ 借地 金融機関 茗荷・榊（推定
／自己営農）
３年
⑦ 所有地 自己資金 茗荷（推定／自
己営農）
３年
⑧ 借地 金融機関 椎茸（推定／自
己営農）
３年
⑫ 借地 不明 パクチー（委託
／葉物）
３年
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